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本研究は特発性大腿骨頭壊死症 （ONFH) 新規患者の臨床個人調査票 (臨個票) における疫学像と全国

疫学調査における疫学像を調査し、比較検討することで臨個票の有用性を評価した。両調査の性別・年齢の分

布は一致していたが、要因分布には乖離を認め、両調査のサンプリングバイアスが影響したと考えられた。

ONFH の疫学研究は定点モニタリングに加えて、本研究で使用した両調査も用いた多角的な検討が必要と考え

られた。 

 

 

1. 研究目的  

本邦における特発性大腿骨頭壊死症(ONFH)の疫

学調査には、定点モニタリング、全国疫学調査、臨床

個人調査票(臨個票)がある。定点モニタリングは毎年、

難病疫学研究班所属施設を対象に調査・分析され、

所属班員が疾患診断を行っていることから診断信頼

性は高いと考えられている。全国疫学調査と臨個票

は全国規模での調査であり、全国疫学調査は難病疫

学研究班主導で 2004 年と 2014 年と 10 年毎に調査

分析されている一方、臨個票は指定難病新規申請及

び更新申請時に毎年調査がされている。両調査は全

国規模の調査である点、及び難病疫学研究班所属

施設以外の施設も含まれている点で共通している。

両調査は、全国疫学調査が全国の整形外科から無

作為抽出された施設の患者を対象としている点や、

臨個票が難病受給者のみを対象としている点で異な

っている。臨個票について、これまで全国規模での

分析はなされておらず、臨個票から得られる全国規

模での疫学像が、全国疫学調査で得られる疫学像に

一致するかは不明であった。本研究の目的は ONFH

新規患者の臨個票における疫学像と全国疫学調査

における疫学像を調査し、比較検討することで臨個

票の有用性を評価することである。 

 

2. 研究方法 

平成 24-26 年までに新規発症した ONFH 患者を

対象とした。対象患者は臨個票 3601 名、全国疫学調

査 2450 名で、全国疫学著調査は二次調査票を使用

して分析調査した。両調査において性別分布、年齢

分布、発症要因の分布を調査した。発症要因は、「ス

テロイド関連」、「アルコール関連」、「両方あり」、「両

方なし」の 4 つの要因の分布を調査した。 

要因分析方法として、以下の 5 つの分析を行った； 

分析(A)：集計されたデータを分析した。 

分析(B)：集計されたデータでは、アルコール飲酒

歴をもってアルコール関連とされていたので、より厳

格にするため、アルコール関連の定義を「1 日 2 合以

上」1)とし、再度集計分析した。「ステロイド関連」につ

いては臨個票における投薬量の記載が不十分であ

ったため、要因修正を行わなかった。要因修正により

臨個票において、「アルコール関連」が 8％減少し、

「両方なし」が 8％増加した(表１)。 
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表 1：臨床個人調査票 要因修正 

 

分析(C)：全国疫学調査の難病受給申請ありの患

者と臨個票で分析を行った。平成 24-26 年の全国疫

学調査では「難病受給申請あり」の患者が 1608 名

(65.6％)であった。 

分析(D)：全国疫学調査と臨個票を全国疫学調査

における難病受給申請率で補正した人数で分析を

行った。全国疫学調査の難病受給申請率は、 

という計算式で各年代・各要因において算出し、 

と定義した。臨個票補正前後の分布は表 2 で示すと

おりである。 

 

表 2：臨個票要因分布 補正前後 

 

分析(E)：平成 26 年のみの単年度の分析を行っ

た。 

 

各分析において、統計学的調査は SPSS を使用してｐ

＜0.05 を有意差ありとした。 

 

3.  研究結果 

 平成 24－26 年における両調査の男女比は共に 1.3 

で有意差を認めなかった(表 3)。 

 
表 3：男女分布 

 

年齢分布は全国疫学調査で 40 代と 60 代にピーク

を認め、臨個票では 60 代の一峰性のピークだった。

男女別に分析を行うと、両調査ともに男性 40 代、女

性 60 代に一峰性のピークを示す結果となった(表 4)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4：年齢分布 

 

要因分析(A)および（C）において、ステロイド関連と

アルコール関連の分布が両調査で統計学的有意差

を認めず、それぞれステロイド関連：約 40%(39-41.6%)、

アルコール関連：約 30%(29.1-30.8%)だった。また、分

析(E)ではステロイド関連のみ両調査で統計学的有意

差を認めなかった。一方で、アルコール関連の低語

臨個票補正値 

＝臨個票集計値÷全国疫学 難病受給申請率 

全国疫学 難病受給申請あり 

難病受給申請率(%)＝———————————————————————————— 

         全国疫学 申請あり＋なし 
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を修正した分析(B)と臨床個人調査票の補正を行っ

た分析(D)では両調査の要因すべてで乖離を認めた

(表 5-9)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 5：要因分析(A) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 5：要因分析（B） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 6：要因分析(C) 

 

 
表 7：要因分析（D） 

 

表 8：要因分析（E） 

 

4. 考察 

 臨個票は難病受給者申請ありの患者のみが集計さ

れ、全国疫学調査は全国規模ではあるが層化無作

為抽出で選ばれた患者が集計されているといったサ

ンプリングバイアスが存在する。本研究において、年

齢分布は男性 40 代、女性 60 代で一峰性のピークを

認め、両調査において結果は一致していた。一方、

「ステロイド関連」と「アルコール関連」では両調査に

おいて同程度の分布を示したのに対し、「両方あり」、

「両方なし」については分布特性が異なった。 

そこで、今回、分布の乖離に影響すると考えられる

要因を修正して調査を行った。しかし、要因の一致は

認められず、集計時にできるサンプリングバイアスが

集計結果の乖離に関係する可能性は示唆された。 

 要因修正として、「アルコール関連」の修正を行った。

ONFH 疫学研究における、「アルコール関連あり」と

する飲酒量について、Hirota らは 1)「1 日 2 合以上」、

Uesugi ら 2）は、国民健康栄養調査で用いられている

「1 日 1 合以上＋週 3 日以上」、また、Yoon ら 3）は、

「週 400g(=15 合)以上＋6 か月以上」としているなど、

様々な定義が用いられている。本研究では、臨個票

の平成 26 年(2014 年)までのフォーマットにおいて「飲

酒頻度」の記載がないため、国民健康栄養調査の定
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義は使用できなかった。また、臨個票には飲酒期間

についての記載箇所はあるものの、欠落しているもの

が多く、本検討では飲酒期間の因子を含まない

Hirota らの「1 日 2 合以上」という定義を採用した。し

かし要因修正により、「アルコール関連」が減少し、

「両方なし」が増加したため全体の分布のさらなる乖

離が生じた。臨個票ではアルコール飲酒歴をもって

アルコール関連と定義されている症例が多く、全国疫

学調査と比し、修正量が多かったことがあげられ、注

意深く解析する必要があると考えられた。 

平成 27 年(2015 年)より使用されている臨個票の最

新版では飲酒頻度の記載欄がある。今後、平成 27

年以降の臨個票を使用し、新たに国民生活基礎調

査の定義を使用した調査を行っていく。 

 患者背景を一致させる目的で難病受給申請者のみ

での解析も行った(分析(C))。分布は元データの解析

を行った分析(A)と同じ結果となり、「両方あり」「両方

なし」ともに乖離は補正できなかった。臨個票におい

て、難病申請を行う患者に重症例が多く、軽症例が

申請されていない背景があることが結果に影響すると

考えられた。 

 

5. 結論 

今回、ONFH 新規患者の臨個票における疫学像と全

国疫学調査における疫学像を調査し、比較検討する

ことで臨個票の有用性を評価した。両調査において

性別分布、年齢分布について統計学的な差は認め

なかった。ONFH の要因乖離の原因としてサンプリン

グバイアスが影響している可能性が考えられた。

ONFH の要因解析において、現時点では両調査を

使用して、多角的な検討を進めていく必要があると考

えられた。 
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